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2010 年 11 月 10 日 朝刊）。 この調査（第 28 回サービス業総合調査）のホテル産業に   
関する記事（日経ＭＪ；日経流通新聞, 2010 年 11 月 17 日）によれば，ホテルの売上高は
9.5%のマイナスとなり，マイナス幅は前回調査より 6.2 ポイント拡大した。 さらに，   
調査対象のうち，旅行業を除く 34 業種ではその他サービス業，アミューズメント施設に
次ぐ大幅なマイナス幅となっている。 2008 年秋のリーマン・ショック以降の景気低迷  











拡大し，業績を伸ばしている企業が存在することも，また事実である。 では，その違い  





パーソンとしての経験からして，企業活動がビジネスである以上，会計的数値による   
企業活動のマネジメントサイクル，すなわち P (Plan) – D (Do) – C (Check) – A (Act) が
不可欠となるからである。
さらに，本稿のタイトルを「戦略会計」としたことも，これに類似した考えによるもの





であり，両者が不可分の関係にあるのではないだろうか。 このような考えのもと，すな  
わち経営戦略と会計とを結びつける必要を感じるからこそ，「戦略会計」とのテーマを  
付した。












産業有識者は，「日本のホテルは「サービスをどんどん提供して，ふたを開けてみたら   
残った利益はこれだけしかない」という思考スタイルで経営されてきた。 しかもそれを
善しとしてきた。 これでは“産業”とは呼べないし，このままではホテル産業の将来の  
発展を見込めない」との危惧を率直に述べた。
これらの点について筆者は，日本のホテル産業の実態を詳しく知る友人から，以前より
伝えられていた。 そして，この友人による「日本のホテル産業は，とくに会計が遅れて  
いる。 ホテル産業が真に“産業”としての地位を確立し，ますます発展するためには，   























過言ではないのである。 その点が，第 1 章の意義であり，第 5 章において利益剰余金を
論ずるうえでのいわば前提なのである。
第 2 章は，「日本のホテル産業における業績指標値の調査と含意」というタイトルの  
もと，ホテル産業における重要なマネジメントメソッドであるレベニュー・マネジメント






欠くことのできないマネジメント手法である。 そこで，レベニュー・マネジメントに   
おいて重視される財務的および非財務的データを用いて分析を行うことで，その実情を
知るとともに，ホテル産業における今後に向けた課題を明らかにした。 さらにこれら  
レベニュー・マネジメントの業績指標値は，「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」に
おいて重要な位置を占めるものである。
第 3 章は，「MICE ビジネスにおける会計に関する考察 ～「コラボレーション型パター
ンにおける管理会計」を基軸として～」というタイトルのもと，MICE ビジネスにおける
会計の役割を明らかにしようと試みるものである。 MICE とは，Meeting, Incentive 




的なトピックである。 日本を含め多くの国において国家レベルで MICE の誘致活動が
行われているほか，MICE に特化した社会人教育セミナーすら開講されている。さらに，









Uniform System of Accounts for Lodging Industry)」がもたらし得るベネフィットに  
ついて考察するものである。 USALI については一般的に「比較可能性の向上」がベネフ
ィットの主要な位置を占めるといわれている。 しかし，その他にも大きなベネフィットが
あるのではないかと考える。 端的に言えばそれは，「中途入社人材の即戦力化を可能に  










あると考える。 それは，本稿が目指す，サービス（あるいはホスピタリティ）と収益の   
関連性の明示において，なくてはならない論点だからでもある。
第 5 章は，「ホテル産業における収益拡大戦略 ～ ホスピタリティ－レベニュー・サイ
クルの構築 ～」というタイトルのもと，ホテル産業においてとくに重視されているホスピ
タリティが，いかに収益を創出するかを明らかにする。外資系ホテル企業から日本人ホテ
リエは，現場レベルでのサービス提供に秀でているとの評価を受けている。 では，その  
提供するサービスがいかに，ビジネスとしての要ともいうべき収益を生み出しているのか，
つまり，いかに本稿のタイトルでもある「戦略会計」のなかで主要かつ根源的な役割を  











































そこで，従来の「会計戦略論」(3)を IFRS に対応したものとする必要を感じる。 これ   
まで「会計戦略論」は，従来の日本独自の会計基準に基づいて論が展開されているため，
IFRS が導入された後には従来のままというわけにはいかないからである。
                                                  
(1) 第 1 章は，吉岡（2010）に加筆したものである。
(2) IFRS の導入方法について，山田（2009, p.26）によれば，「自国の会計基準を IFRS と

















である」（碓氷, 2004a, p.21）。 そして，その会社にとって望ましい財政状態や経営成績，
そしてキャッシュ・フローの立案により，管理会計と財務会計を結びつける役割を果たす












































の短期収益力（短期収益力と短期利益剰余金）にある」とし，前述の指数を適用させ，   
「長期収益力比率」を財政状態に，「目標短期収益力比率」を損益の状態に，「目標短期   
利益剰余金比率」をキャッシュ・フローに関連づけつつ，「会計戦略の構造」として，貸借
対照表上の利益剰余金の蓄積（「長期収益力」）と損益計算書上の「短期収益力」を重視   
している。 しかし，現実的には「短期収益力」の元ともいえる損益計算書と経営戦略を  

















これらの先行研究より，「会計戦略論」は，利益剰余金の増加（蓄積）を中心とした   
企業の戦略論であるといえる。
(3) 他の会計戦略に関する研究
碓氷（2004a; 2004b）による先行研究とは着眼点が異なるが，木村（2003）も「会計   
戦略」について論じている。
木村（2003, pp.65~78）は，日産自動車（以下，日産）の経営計画「日産リバイバル    




































対して 2005 年から IFRS(8)の適用が義務付けられ，まさに IFRS が世界共通の会計基準に
なるとの方向性には変化が起きないものと考えられる（藤井, 2009, p.181）。 また，日本
においては，企業会計基準委員会 (Accounting Standards Board of Japan; ASBJ) と国際
会計基準審議会 (International Accounting Standards Board; IASB) による 2007 年 8 月
の東京合意を経て，2011 年 6 月 30 日を目標に，日本基準と IFRS との共通化・統合化  
（コンバージェンス）の作業が進められている（藤井, 2009, p.181）。 さらには，2008 年
                                                  





8 月に米国の証券取引委員会 (Securities Exchange Commission; SEC) が米国会計基準
(United States - Generally Accepted Accounting Principles; US-GAAP) に代えて IFRS
の適用に言及したことをきっかけに，日本ではコンバージェンスだけでなくアドプション
も議論されてきた（藤井, 2009, p.181）。 また，2009 年 6 月には金融庁より「我が国に   
おける国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」が公表され，IFRS の任意適用の時期
について，「できるだけ早期」に，「具体的には 2010 年 3 月期の年度の財務諸表から」が






そこで本稿では，「会計戦略論」における指標値，すなわち「長期収益力」と「短期    





あるが，その 1 つとして，「包括利益」がある。 包括利益（包括利益合計）とは，「所有
者の立場としての所有者との取引による資本の変動以外の取引又は事象による一期間に
おける資本の変動」（国際会計基準委員会財団他, 2009, p.812），または，「特定期間に   
おける純資産の変動額のうち，資本取引によらない部分をいう」（伊藤, 2008, p.17）。   
さらに，「包括利益合計は，「純損益」(9)及び「その他の包括利益」のすべての内訳項目   
からなる」（国際会計基準委員会財団他, 2009, p.812）。
また，「その他の包括利益」についてあらた監査法人他（2009, pp.35~36）は，次の    
                                                  



















米国会計基準(10)によるクボタの包括利益計算書（図表 1-2 および 1-3），および，パナソ
ニック(11)の包括利益計算書（図表 1-4 および 1-5）が，この点を示す好例といえる(12)。
                                                  
(10) 米国会計基準では，IFRS に先行して 1997 年に包括利益が採用されている（日本経済
新聞, 2009 年 10 月 6 日, 朝刊, p.14）。
(11) 旧，松下電器産業。 本稿ではパナソニックで統一する。
(12) EDINET （Electronic Disclosure for Investors’ NETwork; 金融商品取引法に基づく
有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）にて調査したところ，日本






（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
当期純利益 117,901 81,034 76,457 68,026 48,064
その他の包括利益－税効果後
外貨換算調整額 -1,468 13,570 4,670 -1,425 -51,789
有価証券の未実現損益 517 45,017 -13,607 -36,834 -26,270
デリバティブ未実現損益 -1,109 675 -244 -485 -1,512
年金負債調整額 3,492 -16,326 -13,790
その他の包括利益合計 1,432 59,262 -9,181 -55,070 -93,361
当期包括利益 119,333 140,296 67,276 12,956 -45,297
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-3： クボタの当期純利益と当期包括利益




（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
当期純利益 58,481 154,410 217,185 281,877 -378,961
その他の包括利益－税効果後
為替換算調整額 36,645 83,311 62,793 -129,254 -112,800
有価証券未実現利益 -15,496 72,698 15,525 -115,389 -56,005
デリバティブ未実現利益 -273 -5,077 -464 3,464 -9,215
年金債務調整額 140,249 61,326 -5,769 -39,815 -168,889
当期包括利益 219,606 366,668 289,270 883 -725,870
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
図表 1-5： パナソニックの当期純利益と当期包括利益
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
（第 1 章）
（吉岡 勉） 16






とることができる。 つまり，当期包括利益は，業績変動による影響を受けやすく，業績  
変化に連動して大きく変化するということができる。
また，ダイヤモンド社（2009, p.48）は，包括利益と純利益の差額を掲載している。    
これは，「SEC（Securities and Exchange Commission; 米国証券取引委員会）基準，   















トヨタ自動車 ▲ 890,854 ▲ 1,327,791 ▲ 436,937 ▲ 864,633
ホンダ ▲ 526,702 ▲ 389,697 137,005 ▲ 327,724
パナソニック ▲ 371,791 ▲ 750,752 ▲ 378,961 ▲ 252,357
ソニー ▲ 364,562 ▲ 463,500 ▲ 98,938 ▲ 266,265
三井物産 ▲ 360,630 ▲ 183,023 177,607 ▲ 240,547
日立製作所 ▲ 326,936 ▲ 1,114,273 ▲ 787,337 ▲ 68,380
キャノン ▲ 316,279 ▲ 7,131 309,148 43,703
住友商事 ▲ 298,007 ▲ 82,929 215,078 ▲ 190,552
丸紅 ▲ 290,696 ▲ 179,488 111,208 ▲ 85,260
東芝 ▲ 199,577 ▲ 543,136 ▲ 343,559 ▲ 176,221
三菱電機 ▲ 166,079 ▲ 153,912 12,167 ▲ 159,919
三菱商事 ▲ 151,828 218,108 369,936 ▲ 263,615
富士フィルム HD ▲ 122,543 ▲ 112,019 10,524 ▲ 88,647
日本電信電話 ▲ 121,004 417,675 538,679 68,427
京セラ ▲ 94,624 ▲ 65,118 29,506 ▲ 151,627
リコー ▲ 91,788 ▲ 85,258 6,530 ▲ 51,946
クボタ ▲ 86,690 ▲ 38,626 48,064 ▲ 48,280
TDK ▲ 82,587 ▲ 145,747 ▲ 63,160 ▲ 63,641
コマツ ▲ 68,877 9,920 78,797 ▲ 52,845
NTT ドコモ ▲ 66,571 405,302 471,873 ▲ 12,380
対象企業は SEC 基準の金融を除く全上場企業。
対象決算期は 2007 年 5 月期~09 年 4 月期。 単位：百万円。
出典：ダイヤモンド社（2009, p.49）より筆者作成
                                                  

















日産自動車 ▲ 495,697 ▲ 729,406 ▲ 233,709 ▲ 319,981
豊田自動織機 ▲ 418,671 ▲ 451,438 ▲ 32,767 ▲ 409,168
JT ▲ 391,732 ▲ 268,332 123,400 ▲ 69,649
ブリヂストン ▲ 347,245 ▲ 336,833 10,412 43,230
新日本製鐵 ▲ 307,281 ▲ 152,204 155,077 ▲ 160,308
旭硝子 ▲ 237,812 ▲ 198,634 39,178 ▲ 4,361
日本航空 ▲ 215,048 ▲ 278,242 ▲ 63,194 ▲ 26,065
デンソー ▲ 212,874 ▲ 296,959 ▲ 84,085 ▲ 190,767
三菱重工業 ▲ 180,938 ▲ 156,721 24,217 ▲ 48,530
キリン HD ▲ 166,882 ▲ 86,700 80,182 23,946
双日 ▲ 159,205 ▲ 140,204 19,001 ▲ 31,646
信越化学工業 ▲ 155,570 ▲ 839 154,731 ▲ 18,390
商船三井 ▲ 137,854 ▲ 10,867 126,987 ▲ 24,196
住友化学 ▲ 130,811 ▲ 189,975 ▲ 59,164 ▲ 43,833
スズキ ▲ 122,099 ▲ 94,670 27,429 ▲ 13,783
ジェイエフイーHD ▲ 120,679 73,550 194,229 ▲ 51,839
ヤマハ発動機 ▲ 120,539 ▲ 118,688 1,851 11,160
日本郵船 ▲ 116,355 ▲ 60,204 56,151 ▲ 102,669
全日本空輸 ▲ 111,831 ▲ 116,091 ▲ 4,260 ▲ 2,476
住友電気工業 ▲ 111,011 ▲ 93,774 17,237 ▲ 24,723
対象企業は金融と決算期変更を除く全上場企業。
対象決算期は 2007 年 5 月期~09 年 4 月期。 単位：百万円。
出典：ダイヤモンド社（2009, p.49）より筆者作成
                                                  


















（大谷, 2002, p.75）に関する調査の結果は，図表 1-8 のとおりである。









                                                  
(15) 「米国では，包括利益については，①一計算書形式（最も包括利益を業績として重視），
②二計算書形式（一計算書に次いで重視），③持ち分変動計算書形式（包括利益を最も


























本稿では，IFRS に対応した会計戦略論における指標値として「総資産利益剰余金・  
その他包括利益累積額比率」を提示する。 「その他包括利益累積額」という要素を加味  
することで，利益獲得の実績と投資の巧拙に基づく企業の安全性ならびに財務健全性を
                                                  















































総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
＝
－ ｜利益剰余金｜ － ｜その他包括利益累積額｜
総資産





いる資産，つまり，負の数となった利益剰余金やその他包括利益累積額（の絶対値）を   
総資産に加算した値によって，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率を判断   
すべきだからである（碓氷, 2004a, p.31）(20)。
これらの式により算出した「長期収益力比率」，および，総資産利益剰余金・その他   
包括利益累積額比率を，クボタ（図表 1-10 および 1-11），パナソニック（図表 1-12 およ
び 1-13），Starwood Hotel & Resorts Worldwide, Inc. (21)（以下，スターウッド）（図表 1-14








(21) Starwood Hotel & Resorts Worldwide, Inc. は，「One of the world’s largest Hotel & 
Leisure Company」（世界最大のホテル・レジャー企業の 1 つ）であり，“St. Regis”，
“The Luxury Collection”， “W”， “Westin”， “Le Méridian”， “Sheraton”， “Four 
Points”， “Aloft”， “Element” といったブランドをもつ。 968 の施設，292,000 の客
室を有する。「We conduct our hotel and leisure business both directly and through 
our subsidiaries.」（これらホテル・レジャー事業について，直接または子会社を通し




および 1-15），Marriott International, Inc. (22)（以下，マリオット）（図表 1-16 および 1-17）
を例に示す。
                                                  
(22) Marriott International, Inc. は，「1927 年，マリオット夫妻（J. ウィラードとアリス）
がワシントン DC に開いたドリンクスタンドから始まり」（同社 website 2009 年 10
月 5 日），現在では “Marriott”， “BVLGARI”， “The Ritz-Carlton” といったブラン
ドのホテルを持つ。 「more than 3,100 lodging properties in 66 countries and 
territories」（66 の国と地域に 3,100 を超える宿泊施設）を持つ一大ホテル企業である。





（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 1,193,056 1,405,402 1,502,532 1,464,270 1,385,824
利益剰余金 290,187 323,116 376,815 423,927 452,791
その他包括利益累積額 27,507 86,769 86,247 31,177 -62,184
「長期収益力比率」 24.32% 22.99% 25.08% 28.95% 32.67%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
317,694 409,885 463,062 455,104 390,607
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
26.63% 29.16% 30.82% 31.08% 26.98%
出典：Kubota（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-11： クボタの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





（百万円） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 8,056,881 7,964,640 7,896,958 7,443,614 6,403,316
利益剰余金 2,461,071 2,575,890 2,737,024 2,948,065 2,479,416
その他包括利益累積額 -238,377 -26,119 107,097 -173,897 -594,377
「長期収益力比率」 30.55% 32.34% 34.66% 39.61% 38.72%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
2,222,694 2,549,771 2,844,121 2,774,168 1,885,039
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
26.79% 31.91% 36.02% 36.42% 26.94%
出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
図表 1-13： パナソニックの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





（百万 US$） 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
総資産 12,298 12,454 9,280 9,622 9,703
利益剰余金 -68 170 948 1,353 1,517
その他包括利益累積額 -255 -322 -228 -147 -391
「長期収益力比率」 -0.55% 1.37% 10.22% 14.06% 15.63%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
-323 -152 720 1,206 1,126
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
-2.56% -1.19% 7.57% 12.35% 11.16%
出典：Starwood（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-15： スターウッドの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





（百万 US$） 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年
総資産 8,688 8,530 8,588 8,942 8,903
利益剰余金 1,951 2,500 2,860 3,332 3,565
その他包括利益累積額 9 -11 44 51 -15
「長期収益力比率」 22.51% 29.31% 33.30% 37.26% 40.04%
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積 額
1,960 2,489 2,904 3,383 3,550
総 資 産 利 益 剰 余 金 ・
その他包括利益累積額比率
22.61% 29.14% 33.81% 37.83% 39.81%
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-17： マリオットの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
出典：Marriott（2004; 2005; 2006; 2007; 2008）より筆者作成
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クボタでは 2009 年に，対前年比で，「長期収益力比率」は 3.72 ポイント向上（良化）
しているのに対し，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率では 4.78 ポイント低下
（悪化）した。 その他の包括利益に含まれる項目のうち，外貨換算調整額で 51,789 百万









・有価証券未実現利益の 560 億 5 百万円減少
によるものと説明している（パナソニック, 2009b, p.31）。




また，スターウッドでは，2008 年に，対前年比で，「長期収益力比率」は 1.57 ポイント
向上（良化）しているのに対し，総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率では 1.19
ポイント低下（悪化）した。 やはりその他の包括利益に含まれる項目のうち，為替換算  
調整額が 190 百万ドル減少したことが，その主要な要因である。





























そこで，IFRS による包括利益計算書は，機能別もしくは性質別の分類により，包括  
利益計算書そのものか注記によって開示することになる(25)（黒川 ,2009, p.187）。 この
前提による包括利益計算書のイメージ図を，図表 1-18 に例示する。
                                                  
(24) 従来の「損益計算書」（Profit and Loss Statement または Income Statement）に対








売上高 ＸＸ . 売上高 ＸＸ
売上原価 （ＸＸ） その他の収益 ＸＸ
売上総利益 ＸＸ . 製品・仕掛品の増減 ＸＸ
その他の収益 ＸＸ . 原材料・消耗品費 ＸＸ
運送費 （ＸＸ） 退職給付費用 ＸＸ
広告宣伝費 （ＸＸ） 減価償却費・償却費 ＸＸ
その他の費用 （ＸＸ） その他の費用 ＸＸ






















パナソニックの連結損益計算書（2005~2009 年）を図表 1-19 に例示する。
図表 1-19： パナソニックの連結損益計算書（抜粋）
（単位：百万円） 2005 2006 2007 2008 2009
売上高 8,713,636 8,894,329 9,108,170 9,068,928 7,765,507
売上原価 6,176,046 6,155,297 6,394,418 6,377,240 5,667,287
販売費及び
一般管理費
2,229,096 2,324,759 2,254,211 2,172,207 2,025,347
受取利息 (b) 19,490 28,216 30,553 34,371 23,477




その他の収益 (b) 82,819 147,399 114,545 70,460 52,709
支払利息 (a) 22,827 21,686 20,906 20,357 19,386
のれんの減損 (a) 30,496
営業権の評価減 (a) 3,559 50,050
その他の費用 (a) 174,396 153,407 121,690 179,279 523,793
税引前利益 246,913 371,312 439,144 434,993 ▲382,634
出典：松下電器産業（2006）, パナソニック（2009a）より筆者作成
図表 1-19 のとおり，従来の日本における損益計算書に表示されてきた営業利益，およ






「短期収益力」 ＝ 売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費
＋ 受取利息 ＋ 受取配当金 － 支払利息
「短期収益力比率」 ＝
売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費
＋ 受取利息 ＋ 受取配当金 － 支払利息
資産合計
しかし，これらの式によって得られる解は，日本固有の利益概念ともいえる経常利益に













算出による営業利益＝ 売上高合計 － 売上原価 － 販売費及び一般管理費(28)
                                                  
(26) 例：図表 1-19 の(a)に該当する項目
(27) 例：図表 1-19 の(b)に該当する項目
(28) 「販売費及び一般管理費」については，その構成要素である項目のとらえ方が，従来
の日本の基準と IFRS では大きく異なるものがある。 一例として，研究開発費は，従
来の日本の基準では「発生時に費用処理されるが，IFRS では一定の要件を満たす開発






































































（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
総資産 8,056,881 7,964,640 7,896,958 7,443,614 6,403,316
利益剰余金 2,461,071 2,575,890 2,737,024 2,948,065 2,479,416
その他包括利益累積額 -238,377 -26,119 107,097 -173,897 -594,377
売上高 8,713,636 8,894,329 9,108,170 9,068,928 7,765,507
売上原価 6,176,046 6,155,297 6,394,418 6,377,240 5,667,287
販売費及び一般管理費 2,229,096 2,324,759 2,254,211 2,172,207 2,025,347
受取利息 19,490 28,216 30,553 34,371 23,477
受取配当金 5,383 6,567 7,597 10,317 11,486
厚生年金基金代行返上益 31,509
その他の収益 82,819 147,399 114,545 70,460 52,709
支払利息 22,827 21,686 20,906 20,357 19,386
営業権の評価減 50,050 30,496
その他の費用 177,955 153,407 121,690 179,279 523,793
税引前利益 246,913 371,312 439,144 434,993 -382,634
「短期収益力」 310,540 427,370 476,785 543,812 88,450
「短期収益力比率」 3.85% 5.37% 6.04% 7.31% 1.38%




3.72% 5.18% 5.82% 6.82% 1.04%





出典：Matsushita（2005; 2006; 2007; 2008），Panasonic（2009）より筆者作成
次に，クボタ，および，スターウッド，マリオットについても例示する（クボタは図表
1-23 および 1-24，スターウッドは図表 1-25 および 1-26，マリオットは図表 1-27 および






（百万円） 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
総資産 1,193,056 1,405,402 1,502,532 1,464,270 1,385,824
その他包括利益累積額 27,507 86,769 86,247 31,177 -62,184
収益 994,483 1,065,736 1,127,456 1,154,574 1,107,482
営業利益 94,076 121,058 130,347 136,875 102,815
受取利息・受取配当金 1,942 2,807 3,283 4,472 4,822
支払利息 1,662 1,156 1,219 986 2,664
「短期収益力」 94,356 122,709 132,411 140,361 104,973
「短期収益力比率」 7.91% 8.73% 8.81% 9.59% 7.57%













（百万 US$） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 12,298 12,494 9,280 9,622 9,703
その他包括利益累積額 -255 -322 -228 -147 -391
収益 5,368 5,977 5,979 6,153 5,907
営業利益 653 822 839 858 619
利息収支 -254 -239 -215 -147 -207
「短期収益力」 399 583 624 711 412
「短期収益力比率」 3.24% 4.67% 6.72% 7.39% 4.25%
営業利益 653 822 839 858 619
総資産利益剰余金その他包括利益累積額
・営業利益比率
5.20% 6.41% 8.82% 8.78% 6.13%
出典：Starwood（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-26： スターウッドの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）





（百万 US$） 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
総資産 8,668 8,530 8,588 8,942 8,903
その他包括利益累積額 9 -11 44 51 -15
収益 10,099 11,550 12,160 12,990 12,879
営業利益 477 555 1,011 1,188 785
支払利息 -99 -106 -124 -184 -163
受取利息 146 79 45 38 39
「短期収益力」 524 528 932 1,042 661
「短期収益力比率」 6.05% 6.19% 10.85% 11.65% 7.42%
営業利益 477 555 1,011 1,188 785
総資産利益剰余金その他包括利益累積額
・営業利益比率
5.50% 6.50% 11.77% 13.29% 8.80%
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
図表 1-28： マリオットの「短期収益力比率」と
総資産利益剰余金その他包括利益累積額・営業利益比率（グラフ）
出典：Marriott（2005; 2006; 2007; 2008; 2009）より筆者作成
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また，スターウッドでは最大で 2.10 ポイント，マリオットでは最大で 1.63 ポイントの  















                                                  














いることから，今後も会計戦略論における KPI（Key Performance Indicator; 重要業績
評価指標）として活用することが可能である。















収益力」，「短期収益力比率」との比較検討するため，4 社の数値を掲載した。 これらの  
検討により，各指標値の有用性をある程度は検証できたものと考える(31)。
日本への IFRS の導入は，金融庁（2009, p.13~16）によれば，その「任意適用の時期に
ついては，IFRS の国際的な広まりを踏まえると，企業及び市場の競争力強化の観点から，
できるだけ早期に容認することが考えられ，具体的には 2010 年 3 月期の年度の財務諸表
から IFRS の任意適用を認めることが適当」であるとされている(32)。 IFRS が日本にどの
ような形で導入されるにせよ，企業会計における基準が新たなものとなるのであるから，
                                                  
(31) 今後，さらなる検討と検証を要すると考える。
(32)「様々な考慮要素の状況次第で前後することがあり得ることに留意する必要があるが，
IFRS の強制適用の判断の時期については，とりあえず 2012 年を目途とすることが考
えられる」，「強制適用に当たっては，実務対応上必要な期間として，強制適用の判断
時期から少なくとも３年の準備期間が必要になるものと考えられる（すなわち 2012 年




その基準に適合した会計情報の活用方法が検討されなければならない。 その点で第 1 章
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出典：カラカミ観光（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-30： 東海観光の「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





出典：ホテルニューグランド（2008; 2009; 2010; 2011; 2012）より筆者作成
図表 1-32： ロイヤルホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





出典：京都ホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-34： 帝国ホテルの「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）





出典：鴨川グランドホテル（2007; 2008; 2009; 2010; 2011）より筆者作成
図表 1-36： 藤田観光の「長期収益力比率」と
総資産利益剰余金・その他包括利益累積額比率（グラフ）
















第 2 章は，「キャパシティ制約型のサービス産業」（青木, 2006, p.148）の「典型である
（中略）ホテル産業」（青木, 2006, p.147）に焦点を当て，その業績指標値の調査より含意
を導き出すことを目的としている。














レベニュー・マネジメント（イールド・マネジメント）(2)とは，「収益 (revenue or yield) 
                                                  
(1) 第 2 章は，吉岡（2011）に加筆したものである。
(2)レベニュー・マネジメントは，イールド・マネジメントとも呼ばれる。 その 2 つにつ
いて Sheryl E. Kimes 氏（米国コーネル大学教授）は，“yield management and revenue 
management are exactly the same.”（「イールド・マネジメントとレベニュー・マネジ
メントとは同じである」）としている（メールによる問い合わせへの回答にて； 2009



















 ホテルもそれと似ており，たとえば客室が 500 室のホテルであれば，いかに多くの予約
問い合わせが入るとしても，501 室以上の予約を取ることはできない
 しかしその逆に，ある日の 1 席，1 室を売り残すとすると，その 1 席，1 室を在庫とし
て翌日以降に販売することはできない





これらの先行研究（Kimes, 2009; Huyton and Peters, 1997; 藤崎, 2008）より，レベニ
ュー・マネジメントには「（客室）価格」と「（客室）稼働率」という 2 つの要素が関係し，
収益の最大化のためにはその双方の適正さを要することがわかる。
                                                                                                                                                    
ュー・マネジメントとの用語を用いるものとする。
(3) “Yield management is the process of allocating the right type of capacity to the right 
kind of customer at the right price so as to maximize revenue or yield.” (Kimes, 2009, 
p.15)
(4) “In the case of an aircraft, once it has taken off, the revenue from unfilled seats is 
lost forever. The same is true of hotel rooms unsold on any given night.” (Huyton and 
Peters, 1997, p.222)
(5) “The basic concept is that during periods of high demand for hotel rooms the prices 
are set at the highest rate so as to maximize revenue. At times of lower demand the 










と示している。 この公式について Orkin（1988, p.52）は，「実現した収益：受け取った
現実の売上高」(7)，「潜在的な収益：100%の客室が定価で販売された場合の収益」(8)と   
している。
青木（2006, p.148）は，レベニュー・マネジメントについて「キャパシティ制約型の   
サービス産業(9)において広く普及している手法である」とし，Kimes（1997）に基づき  
「管理手法となるイールド（yield）とは，RevPATI（revenue per available time-based 
inventory; 利用可能時間として測定される在庫単位あたり収益）である」としている。










この概念，つまり RevPATI は，「実務上は業界の特性にあわせて変形されている」   
（青木, 2007, p.204）。 たとえばホテル産業においては，平均販売単価 (ADR; Average 
Daily Room Rate) と稼働率 (Occupancy Ratio) （販売された客室数を利用可能な客室数
                                                  
(6) “The basic yield statistic is a straight forward measure of the effectiveness of 
practices and policies applied to generating revenue from room sales.” (Orkin, 1988, 
p.52)
(7) “realized revenue is: ‘actual sales receipts’” (Orkin, 1988, p.52)
(8) “potential revenue is: ‘income that could be secured if 100 per cent of available rooms 





で除したもの）との積である RevPAR (Revenue per available rooms) が用いられている。
ではなぜ，イールド（収益）を管理指標とするのであろうか。 その点で青木（2007, 




収益 ＝ 単価 × 数量








ある。 こうすることで，単価と数量という 2 要素を「同時に追求することが可能になる」
としている（青木, 2007, pp.204~205）。
この RevPAR については，『宿泊産業統一会計基準 第 10 版』(11)にも，「RevPAR は，
客室稼働率と平均客室料金 [ADR] の 2 つの要因の影響を含んでいる」と説明されている
(12)。
さらに RevPAR を算出するための公式を The Hotel Association of New York City, Inc., 
(2006, p.188) は，
                                                  
(10) もう 1 つの理由は，「キャパシティ・コストの短期的な削減には限界があるから」とし
ている（青木, 2007, pp.204~205）。
(11) “Uniform System of Accounts for the Lodging Industry – 10th Revised Edition” (The 
Hotel Association of New York City, Inc., 2006)
(12) “RevPAR includes the influence of two factors – occupancy and overall average room 






客室総売上 Total Room Revenue
販売可能客室数 Rooms Available(13)
と示している。
これらの先行研究（Orkin, 1988; 青木, 2006; 青木, 2007; Kimes, 1997; The Hotel 




ムの導入について，効果測定および評価を行っている。 図表 2-1 は，その結果（比較表）
である。
                                                  
(13) Rooms Available: “Total Room Inventory [Total number of guestrooms (keys) in a 
property whether available for sale or not.] – Total Rooms Not Available for Rent 
[Total of rooms that are ‘Seasonally Closed, Extended Closed, or used for 
Permanent House Use.’]” （販売可能客室数：客室総数［販売可能か否かを問わずホ
テルの客室〔キー〕総数］－販売不能客室総数［季節性の閉鎖客室数，長期にわたる





2000 年と 2001 年の 6 月から 11 月までの 6 ヵ月における比較表




2000 85.9% 86.3% 90.4% 92.8% 88.8% 93.8% 96.1% 90.6%
2001 86.4% 82.0% 86.9% 87.6% 85.4% 90.5% 96.2% 87.9%




2000 44,102 43,465 43,565 44,002 44,231 45,959 45,972 44,505
2001 46,379 45,327 45,448 45,795 46,449 48,095 49,908 46,864





2000 37,889 37,520 39,395 40,836 39,261 43,089 44,194 40,312
2001 40,065 37,149 39,487 40,115 39,644 43,542 48,031 41,177
増減 2,176 –371 92 –721 383 453 3,837 865




 全体的な客室稼働率は，2001 年 (87.9%) は 2000 年 (90.6%) と比較して 2.7%低下  
した
 日曜日の客室稼働率は 0.5%の上昇した
 客室単価については，土曜日は，2001 年（49,908 円）が 2000 年（45,972 円）に比べ
大幅に上昇した（プラス 3,935 円）
 結果として，土曜日（3,837 円），日曜日（2,176 円）のイールドの対前年比の増加は，
平均増加額（865 円）に比べて，それぞれ 1,311 円，2,972 円上回った
 これを単純に 1 年間に換算して計算する（一年間 52 週，客室数 178 室として計算する）






着目すべき点は，効果測定において用いた指標値である。 図表 2-1 では「C イールド」
として示されたこの指標値は，「客室稼働率×客室単価」で算出されている（阿部, 2002, 
p.252）。
























よって，図表 2-1 において阿部（2002, p.252）が「C イールド」として示した効果測定
のための指標値は，RevPAR であるといえる。






ことが可能であると言われている」と論じている(15)。 図表 2-1 の「B 客室単価」を曜日
別に見ると，休前日（金曜日と土曜日）には他の曜日より高い客室単価となっている。   
このように客室単価を調整しつつ，客室稼働率を高い値で維持することが，レベニュー・
                                                  
(14) “Total room Inventory less Total Rooms Not Available for Rent.” （総客室数から総販












極端な例ではあるが，仮に ADR を高めることにのみ着目し，ADR を 2 倍（の価格）に   
設定するとしても，その結果として客室稼働率が 2 分の 1 未満になってしまうとすれば，
RevPAR は減少してしまうのである。 また，客室稼働率のみに着目し，客室稼働率を 2









ホテル産業の業績動向に関する世界的な調査結果（Kimes, 2010, p.8）は，世界中に  
おけるホテル産業の業績悪化（前年比）を示している（図表 2-2）。
                                                  
(16) 一方で Kimes（1997, p.10）は，「未解決の問題点」(Unresolved Issues)として，「イ
ールド・マネジメントの効果の測定は，さらなる研究を要する」(Measurement of yield 
management performance still needs additional research.)と述べ，「いくつかの実験
が行われるとしても，マネージャーは，収益の増加がイールド・マネジメントによっ
てもたらされたのか，他の要因によるものなのかが分からない」(Few controlled 
experiments have been performed, so managers do not know if revenue 











このグラフ（図表 2-2）より，世界的にホテル産業における業績が悪化の傾向にある  
ことがわかる。
b. 国内の業界動向
日本の宿泊産業について帝国データバンク（2010, p.2）は，2008 年の市場規模に   
ついて，
 ホテルが前年比 5.0%減の 1 兆 380 億円
 旅館が前年比 6.0%減の 1 兆 7,610 億円
 旅館の市場規模はピークの 1991 年からほぼ半減（ホテルへの業態転換と中小旅館の  
廃業・倒産などの理由により）
 ホテルの市場規模は，2008 年は 5 年ぶりに減少
としている。



















 “Food and Beverage”（料理及び飲料）
 “Other Operated Departments”（その他の営業部門）(17)
 “Rentals and Other Income”（賃貸料及びその他の収益）
としている。






                                                  
(17) “Other Operated Departments” については， “Revenue from any other department 
included in property operations – for example, telecommunications, a golf course, 
spa, or parking garage – is included”（通信，ゴルフコース，スパ，駐車場など，これ
ら［客室，料理及び飲料; 筆者付記］以外からの収益が含まれる）と説明している (The 





客室収入 約 29% 約 64% －
料飲収入 約 60% － 約 37%
出典： 鈴木・大庭（2008, p.155）より筆者作成






減。 マイナス幅は前回調査より 6.2 ポイント拡大」との新聞記事（日経ＭＪ；日経流通  
新聞, 2010 年 11 月 17 日）より，ホテル産業の業績悪化が明白である。
ホテル産業の戦略会計を研究する筆者は，この分野の研究により，ホテル産業への貢献





・ 総売上 ................. 年間総売上高
・ 客室売上 ............. 客室部門による売上高
・ FB+BQ 売上 ....... 料飲部門および宴会部門による売上高
・ その他売上 .......... 客室部門，料飲部門，宴会部門以外による売上高
・ RevPAR .............. 販売可能客室 1 室あたり客室売上高




『週刊ホテルレストラン』の「総売上高から見た日本のベスト 300 ホテル」（石渡, 2005a; 
2006a; 2007a; 2008a; 2009a），ならびに，「客室売上効率から見た日本のベスト 300 ホテ
ル」（石渡, 2005b; 2006b; 2007b; 2008b; 2009b）に掲載されたデータを使用した（図表 2-4）。
図表 2-4： 使用データの説明 〔2008 年度分の例〕
① 調査方法 オータパブリケイションズ社発行『日本ホテル年鑑 2009 年版』に掲載さ
れたホテル約 2000 軒にアンケート用紙を郵送。 回収したアンケート結
果を基本とし，随時電話サーベイを実施。
② 調査実施時期 9 月中旬 ～ 10 月中旬
③ 回答数 577 ホテル （有効回答 441，数字非公開・その他 136）
④ 調査対象 企業単位ではなく，事業所（ホテル）単位。
出典：石渡（2009a, p.37）より作成
このうち，各年度において「総売上高ベスト 300 ホテル」，「1 日当たりの実質客室単価




掲載されているケースが多いため，また，先行研究（The Hotel Association of New York 






                                                  
(18) 使用した software: PASW Statistics 18.
（第 2 章）
（吉岡 勉） 60
図表 2-5： 日本のベスト 300 ホテルにおける業績指標値間の相関係数（2004~2008 年度）









































































































































































































** 1%水準で有意    * 5%水準で有意




図表 2-6 は，前述の使用データのうち，2008 年度分を用いた分析による，ADR と客室
稼働率の散布図，およびクラスタ分析（最遠隣法）によるグルーピングの結果である(19)。
図表 2-6： 散布図（ADR×客室稼働率）（2008 年度）
出典：石渡（2009a; 2009b）より作成
図表 2-7 は，図表 2-6 に示した 4 つのグループ（Group#1 ~ Group#4）について，それ
ぞれの特徴（ADR の高低，客室稼働率の高低）と，ADR，客室稼働率，RevPAR の平均
値と中央値を示したものである。
                                                  






































図表 2-8： 日本のベスト 300 ホテルにおける総売上の構成比（2004~2008 年度）
各ホテルの構成比の平均(20)







2008 年度 31.91 % 44.49 % 23.25 %
2007 年度 32.32 % 42.93 % 24.71 %
2006 年度 32.33 % 44.00 % 23.45 %
2005 年度 32.55 % 45.11 % 22.38 %
2004 年度 29.77 % 49.77 % 20.47 %
出典：石渡（2009a; 2008a; 2007a; 2006a; 2005a）より作成







(1) レベニュー・マネジメントにおける RevPAR の有用性
図表 2-5 によれば，RevPAR（⑤）と ADR（⑥）の，客室売上（②）との相関係数に着
目すると，この 5 年間のデータいずれにおいても，RevPAR のほうが，相関係数が（若干
ではあるが）高いことがわかる(21)。 さらに，客室稼働率（⑧）と客室売上（②）との    
間の相関係数に着目すると，それら 2 つの間の相関関係が低いことが分かる。




図表 2-6 および 2-7 における Group#2 と Group#1 の比較が，この点を示す好例といえ
よう。 すなわち，客室稼働率の平均値ならびに中央値には両グループ間に大きな差はない
が，ADR の違いによって，Group#1 の RevPAR が，Group#2 のそれより高くなっている。
すなわち，Group#2 に属するホテルでは，ADR を高めるための施策により，RevPAR を
高めることができるといえるだろう(22)。
                                                  
(21) ホテルのタイプ（ハイクラス，ビジネスなど）によるこの傾向の違いを分析するための
情報が，使用データには含まれていない。 参考として，各年度における ADR の中央
値を基準とし，「ADR が中央値より大きい」，「ADR が中央値以下」とのグルーピング
による，RevPAR（⑤）と ADR（⑥）の，客室売上（②）との相関係数は，次のとお






















































** 1%水準で有意    * 5%水準で有意




図表 2-6 および 2-7 における Group#4 は，特異な要素を含んでいるといえる。 という
のも，Group#4 に含まれるあるホテルでは，ADR は高いながらも極端に客室稼働率が  
低いため，RevPAR もさほど高いわけではない。 しかしこのホテルは，いわゆる“会員
制ホテル”であり，宿泊時に発生する客室売上の他に，会費収入や管理費収入がある。   
よって，客室稼働率や ADR，RevPAR といった業績指標値では測定できない形により収益
を獲得しているのである(23)。
図表 2-6 および 2-7 における Group#3 は，Group#1 と比較すれば，ADR と客室稼働率
が共に低く，そのため RevPAR も低いというグループである。 このグループでは当然の
ことながら，客室売上の増加のためには，ADR と客室稼働率の双方を高める必要があると
いえる。
ADR と客室稼働率とは，いわゆる二律背反の関係にあるといえる（青木 , 2007, 
pp.204~205）。 すなわち，ADR を高めようとして客室の宿泊料金を高く設定すれば客室
稼働率は低下しやすくなり，客室稼働率を高めるためには客室の宿泊料金を下げる必要が














































本稿において分析の対象とした「日本のベスト 300 ホテル」（石渡, 2005a; 2005b; 2006a; 











2006b; 2007a; 2007b; 2008a; 2008b; 2009a; 2009b）(26)では，総売上に占める料飲・宴会
部門の売上（FB+BQ 売上率）が他の 2 つの売上率（客室売上率，その他売上率）より    
高く，40%~50%である（図表 2-8）(27)。 さらに，料飲・宴会部門の売上（FB+BQ 売上
［③］）と総売上（①）との相関係数は，他の 2 つの売上（客室売上［②］，その他売上［④］）
と総売上との間の相関係数より高い（図表 2-5）。 このことから，総売上と料飲・宴会   
部門の売上との間には，密接な関係があると考えられる。
この点で，特に地方都市におけるホテル活用の実態について，「第 14 回 ホスピタリテ



















                                                  
(26) 「日本のベスト 300 ホテル」との記事名ではあるが，文字通り“日本のベスト 300 ホ
テル”ではない（これらの記事には回答のあったホテルのデータのみが掲載されてい
る）。 一例として，2008 年度分のデータとして用いたホテル名を，文末に列記する。








前述のとおり，ホテル産業においては，「ADR の方が RevPAR よりも注目されてきた  
感が」あり（石渡, 2007b, p.37），日本のホテルのうち 98.6%が，客室稼働率を最重要指標
値としている（清水・庵谷, 2010, p.14）。 しかし，本稿における実証研究の結果，特に   
客室稼働率については最重要指標値とする理由は見当たらず，むしろこれまで重視されて
きた「ADR と客室稼働率の両方の性格を併せ持った，つまり双方をバランスよく上げなけ
れば高めることができない RevPAR」（石渡, 2007b, p.37）が，これにとって代わるべきで
あると考える(28)。






前述のとおり，FB+BQ 売上と総売上との相関関係が高く，総売上に占める FB+BQ  
売上の割合（FB+BQ 売上率）も高いということから，総売上と料飲・宴会部門の売上と
の間には，密接な関係があると考えられる。 このことは，FB+BQ 売上を増加させること
こそ，これからのホテル産業にとって，生き残りに向けた KFS (Key Factor for Success) 
となり得る。
この点で「MICE」（国土交通省観光庁, 2010, p.90; 吉岡, 2010, p.17）は，ホテル産業
が着目する分野である。 ホテルにおいて開催する MICE の誘致・開催により，客室売上
はもちろんのこと，MICE 関係者（主催者および参加者）によるホテル内レストランの  
                                                  
(28) 「バランスよく」という点については，筆者によるホテル実務家へのインタビューに




                                                  





有意義であると考える。 例えば，日本において FB+BQ 売上率は，3 つの売上率（客








































































旅行） (Incentive Travel)，国際機関・団体，学会等が行う国際会議 (Convention)，イベ
ント，展示会・見本市 (Event/Exhibition)」のことであり，「多くの集客交流が見込まれ
るビジネスイベントなどの総称」である（観光庁 website）(2)。 （図表 3-1）


























                                                  
(1) 第 3 章は，日本社会関連会計学会第 23 回全国大会の研究報告に加筆したものである。
(2) University of Nevada Las Vegas の website は，
Meetings: It is designed to bring from 15 to 10,000 people together for the purpose 
of exchanging information. It is normally held in a commercial venue space.
Incentives: It is a trip that is planned by a company to reward their employees for 
outstanding service, productivity or sales performance.
Conventions: A gathering (often international) of people to meet and discuss similar 
issues and activities in a large setting.
Exhibitions: An event designed to bring together people in the specific industry or 
closely related industry to come together to showcase their products and/or 
service to a group of attendees.  






















MICE に関しては，国内・国外を問わず様々な観点による研究が進められている。    






                                                  







観光庁の主宰により，2009 年（平成 21 年）3 月から 6 月にかけて計 4 回にわたり，   
「国際交流拡大のための MICE 推進方策検討会」が開催され，この検討会の報告書として，
同年 7 月，「MICE 推進アクションプラン」が取りまとめられた（観光庁, 2009）。 その  
「はじめに」の項で，日本の MICE 推進の必要性等について以下の点が示されている。
 観光立国推進基本法（平成 19 年 1 月施行）に基づき，政府は「観光立国推進基本   
計画」を策定した（平成 19 年 6 月 29 日閣議決定）。 この計画の中の基本的な目標の
一つとして，「我が国における国際会議の開催件数を平成 23 年までに 5 割以上増やす
ことを目標とし，アジアにおける最大の開催国を目指す」ことが示された(4)。
 シンガポール，韓国等のアジア内の誘致競合国や米国，豪州等では，国際会議のみ  
ならず MICE 全般の振興に積極的に取り組んでいる。
 観光庁としても国際会議だけではなく MICE 全般を推進していく必要がある。
MICE ビジネスの有識者への筆者によるインタビューにおいて，インタビュイーは
「MICE は輸出ビジネス」と回答した。 すなわち，MICE といういわば商材を諸外国へ
販売することで，インバウンド（訪日外国人）客が増加し，それにより日本経済へのプラ
スの効果がもたらされるというのである。この点を勘案するならば，日本国政府が MICE





ローチによる先行研究は見いだせない。 しかし，MICE そのものに関する先行研究は  
多数存在するため，そのいくつかを取りあげる。
Pearlman (2008, p.96) は Professional Convention Management Association 
Education Foundation (2007) を引用し，「MICE 市場は多くのステークホルダーを擁し
                                                  
(4) 「基本的な目標」として示された点について竹原（2010, p.49）は，「2006 年 9 月にわ




ている。 コンベンション＆ビジターズ・ビューロー，コンベンションセンター，労働者  
組合，貿易協会，ホテル，ミーティングプランナー，レストラン，観光スポット，そして
行き先となる都市などである」(5)としている。
Pearlman and Mollere (2009, p.150) は，「MICE 産業に関する学術的な研究は，1980
年代の半ばに，業界全体の研究のもとに始まった」(6)としている。




これらの先行研究より，MICE ビジネスは，多くのステークホルダーに影響を及ぼす  
ビジネスであること，すでに今から 30 年も前に研究が始まっていること，そして，ビッ
グ・ビジネスとしての潜在力を有していることがわかる。
佐々木（2011, p.121）は，アジア諸国における MICE 誘致について論じ，日本がアジ
ア諸国との比較で，MICE に関する取り組みが遅れている点を指摘している。 この点は
データ（図表 3-2）からも明らかであり，MICE の一部である国際会議の開催件数におい
て，2004 年には日本，シンガポール，中国，韓国といったアジア諸国の中で 2 位に位置
していた日本であるが，2006 年にはこれら 4 国の中では最下位になった。しかしその後，
国際的にも高い順位を回復し，前述の 4 カ国のなかではシンガポールに次いで 2 位の位置
を保っている。
                                                  
(5) “The MICE market has many stakeholders, including, but not limited to, 
convention and visitors bureaus (CVBs), convention centers, labor unions, trade 
associations, hotels meeting planners, restaurants, travel attractions, and whole 
destination cities.” (Pearlman, 2008, p.96)
(6) “The wealth of academic research regarding the MICE industry began in the 
mid-1980s and built upon industry-wide research”. (Pearlman and Mollere, 2009, 
p.150)
(7) “Convention and Conference businesses are quickly becoming one of the largest 
segments of the tourism industry. Each year hundreds of millions of people are 
attending conferences, conventions and congresses throughout the world and 
spending billions of dollars on products and services that are necessary for the 






2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
アメリカ (1) 1713 (1) 1605 (1) 894 (1) 1114 (1) 1079 (1) 1085
シンガポール (22) 172 (15) 226 (10) 298 (4) 466 (3) 637 (2) 689
フランス (2) 850 (2) 859 (2) 634 (2) 598 (2) 797 (2) 632
ドイツ (3) 705 (3) 616 (3) 434 (3) 523 (6) 440 (4) 555
日本 (14) 285 (14) 259 (18) 166 (5) 448 (4) 575 (5) 538
ベルギー (8) 421 (9) 382 (12) 239 (11) 307 (9) 383 (6) 470
オランダ (9) 353 (7) 429 (4) 391 (6) 423 (7) 428 (7) 458
オーストリア (12) 329 (8) 395 (5) 382 (9) 366 (11) 315 (8) 421
イタリア (5) 552 (5) 571 (9) 324 (7) 414 (8) 413 (9) 391
スペイン (6) 509 (6) 498 (6) 362 (8) 393 (5) 467 (10) 365
韓国 (21) 196 (17) 223 (16) 185 (15) 268 (12) 293 (11) 347
イギリス (4) 556 (3) 625 (7) 350 (10) 327 (10) 349 (11) 347
スイス (7) 426 (10) 361 (11) 288 (12) 284 (16) 232 (13) 336
スウェーデン (17) 213 (16) 224 (17) 176 (19) 183 (24) 124 (14) 246
カナダ (11) 343 (12) 327 (13) 230 (13) 275 (15) 267 (15) 229
オーストラリア (13) 318 (13) 269 (15) 202 (14) 272 (14) 273 (16) 227
中国（香港・マカオ含）* (10) 347 (11) 352 (14) 204 (16) 255 (13) 278 (17) 225
チェコ (30) 147 (21) 179 (24) 105 (29) 97 (29) 103 (18) 199



















図表 3-3： 一般観光客と MICE 参加者の平均消費額（鳥取県の例）
（単位：円）
宿泊客 日帰り客
一般観光客 MICE 参加者 一般観光客 MICE 参加者
宿泊費 12,141 17,025 － －
交通費 5,045 4,593 3,161 3,714
飲食費 3,827 11,160 2,536 3,444
土産物代等 3,542 8,772 2,417 4,917
観光･娯楽その他 － 13,960 － 4,167
合 計 24,555 55,510 8,114 16,242
出典：朝倉（2009, p.19）より筆者作成
図表 3-3 によれば，一般観光客に比べて MICE 参加者は，宿泊客，日帰り客の別を問わ
ず，約 2 倍の額を消費していることがわかる。 この例は，MICE による，MICE サービ
ス・プロバイダーを含め，開催地にもたらされる経済的なインパクトの大きさを物語る  
ものといえよう(8)。
                                                  





木村（2003）は，「企業内の関係性のパターン」と「企業間の関係性のパターン」に    












を挙げ，ている（木村, 2003, pp.133~134; 亀甲括弧内書き筆者挿入）。
また，「企業内のコラボレーション型パターン」における組織的知識創造の前提を，  







創造を促進するために管理会計情報の共有や参加型予算，原価企画，ABC や BSC といっ
た具体的手法が有益であること，さらに，適切なエンパワーメントが必要条件であること
がわかる。








3. 「コラボレーション型パターン」における管理会計の MICE ビジネスへの適用
(1) 「コラボレーション型パターン」における管理会計手法










Book Management〕や BSC」を，「組織的知識創造のツールとなりうるような管理会計  











































                                                  

























































MICE ビジネスに取り組むホテル企業にとって，「原価企画」や「エンパワーメントと   
アカウンタビリティ」といった「コラボレーション型パターンにおける管理会計」（木村, 
2003）の実践は，円滑に MICE ビジネスを推進するうえで有益なものであると考え   
られる(13)。 (14)
                                                  
(13) 無論，これらは MICE ビジネスのみならず，多くのビジネスにとって有益であろう。
(14) 本章における研究の今後に向けた課題としては，たとえば「企業間の関係性のパター
ン」における「コラボレーション型パターン」（木村, 2003）の MICE ビジネスへの










「宿泊産業統一会計基準」(2)（以下，USALI(3)とする）については，国内外を問わず   
多くの研究が行われている。 そのうちの多くは，USALI の特徴や有用性について，「比較













USALI とは，米国において制定された “Uniform System of Accounts for Lodging 
Industry” の通称である。 財団法人日本ホテル協会の会長（当時）である中村裕氏は，  
「米国では，ニューヨーク市ホテル協会が 1926 年に『ホテル統一会計システム（通称   
ユニホーム・システム）』を発売以来，10 回の改訂をし今日に至っています」（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.ⅱ）としている。
近年，外国系ホテルの日本（特に都市部）への進出が目立っている。 これら「日本で
                                                  
(1) 第 4 章は，日本国際観光学会 2011 年 4 月例会の研究報告に加筆したものである。








この会計基準への準拠が求められることが多い」（The Hotel Association of New York City, 





ホテルとの比較が容易になるという点を挙げている。 一例として Dalbor and Chatfield
（2005, pp.34~35（括弧書き筆者挿入））は USALI の「数多くの利点」のひとつとして，
「（複数の）施設（ホテル）間の比較を容易にする」(4)を挙げている。
USALI には，財務会計分野と管理会計分野の 2 つが含まれている。 最新版（第 10 版）
（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳）に占めるボリュームを比較
すると，財務会計分野に関する記述が 36 ページ，管理会計分野に関する記述が 227 ペー
ジと，圧倒的に管理会計分野に重点がおかれているのがわかる。
財務会計分野の情報は「株主などの投資者，銀行などの債権者，仕入先・得意先などの
取引先，税務当局などの企業外部の利害関係者〔中略〕に対して，当該企業の経済活動   
および経済事象を財務諸表などの財務情報（これを外部財務情報という）を用いて報告  
する」（広瀬, 2009, p.4;  亀甲括弧書き筆者挿入）ものである。 つまり，端的にいえば，
財務会計分野の情報は一般に開示されうるものである。 しかし，もう一方の管理会計は，
「企業内部の経営者のために，戦略の策定と実行を支援するとともに，経営上の意思決定





する」（Dalbor and Chatfield, 2005, pp.34~35）という点については，若干の疑問を抱か
ざるを得ないのである。つまり，この点を略して「比較可能性の向上」と称するとすれば，
                                                  
(4) “The Uniform System of Accounts for hotels is a standardized income statement 
that provides the hospitality industry with numerous advantages.”, “It allows 




ン内において」や「USALI に基づく会計情報を入手可能なごく限られた人にとって」と  
いった制約事項を要するのではないかと考えるのである(5)。
そこで，USALI の役立ちについて“他の何か”を明らかにすることが，本研究の目的で


















何パーセントという計算」，「成果連動型報酬については GOP (Gross Operating Profit(6)
                                                  








し引いて計算される」（The Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.41）。
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では，USALI の導入状況は，どのようなものであろうか。 Kwansa and Schmidgall
による調査結果（1999）より米国における USALI の導入状況を，清水・庵谷（2010）の
調査により日本における USALI の導入状況を知ることができる（図表 4-1）。






















出典： Kwansa and Schmidgall（1999），清水・庵谷（2010）(7)より筆者作成
中村（2010, p.68）は実務家の立場で，USALI がホテル・マネジメントにとって不可欠
な知識であり，さらにその USALI に基づく「部門別管理会計」をも不可欠なものとして
挙げている。 また，USALI について「ホテルビジネスにおける計数管理や資産計上の  
方針を定めた会計規則」とし，さらにこの USALI が日本に入ってきてすでに半世紀近く
が経過しているにもかかわらず，なぜ日本には定着しなかったかという点について，「税制
                                                                                                                                                    
なお，「配賦不能営業費用」とは，「ホテル全体に配分することが適当であると考えら
れる費用」であり，「「一般管理」，「販売及びマーケティング」，「施設運営・維持」及
び「水道光熱費」の 4 つの分類に区分される」（The Hotel Association of New York City, 
Inc., 2006, 邦訳 p.41）。
(7) 「回答の中には，財務会計目的では日本の会計基準を採用しているが，管理会計目的






徹底だ。 なぜなら，物差しが同じなので，他のホテルとの比較ができる。 自分たちの   
ホテルの優れている部分，劣っている点が，はっきりわかる」と，USALI の意義を経験  
から示している(8)。 (9)
これらの先行研究により，USALI がグローバル・スタンダードとして利用されている





るさまざまな経営形態がある。 以下，ホテル産業に特徴的な MC について説明する。






 オーナーは土地，建物，家具，設備，備品及び運転資金等，宿泊施設全般を提供し，   
当該プロジェクトに関する全ての法律上及び金融上の責任を負う
                                                  




独自に学ぶのは不可能に近い。 ならば協会が，その手伝いをすべきではないか」，  
「会員ホテルの役員や総支配人，幹部社員等の能力・資質向上をめざしたホテル・  
マネジメント養成プログラム，トップセミナー，幹部育成セミナーなどを実施して  
いる。 ここで学び，国内ホテルで，さらに海外のホテルでも立派な総支配人として  










の合計とされている（Eyster, 1988, 邦訳 pp.26~27）（図表 4-2）。
図表 4-2： MC におけるマネジメント・フィー
総収入のうち 営業総利益のうち
代表的独立系オペレーター 2.5%~3.5% ＋ 5~8%
代表的チェーン・オペレーター 3%~4.5% ＋ 10%
出典： Eyster （1988, 邦訳 pp.26~27）より筆者作成



















不動産 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
損益の帰属 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
従業員 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー 資産オーナー
人事・運営権 ホテル企業 ホテル企業 資産オーナー 資産オーナー










バル・メガ・チェーンと呼ばれるホテル企業では，いわゆる「持たざる経営」（つまり，   
リース契約，MC，FC など）が多い。 一例として世界最大規模のインターコンチネンタ
ル・ホテル・グループでは，直営以外の形態が全ホテルのうち 99%以上（4,476 軒のうち







いる。 厚生労働省の調査（平成 21 年雇用動向調査）によれば，入職については「宿泊業，
                                                  
(11) 大屋了三氏（IHG・ANA・ホテルグループジャパン 最高執行責任者 COO）の講演「激


















②ホテル側から買収や支援を（ファンド，金融機関，企業等へ）依頼する場合に，その   
ファンド等が今まで蓄えてきた他ホテルの USALI 情報と比較する場合，③流動する人材
                                                  
(12)日本ホテル協会加盟ホテルでは 43.6%，全日本シティホテル連盟加盟ホテルでは 39.2%，
両団体加盟ホテル合計では 41.5%であったとしている（五十嵐, 2009, p.51）。
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がこれまで勤務してきたホテルの USALI 情報と新たに勤務するホテルの USALI 情報を







































③ 日本における USALI 普及の障害
④ USALI が「部門別会計」を超える優れた点
⑤ 日本における USALI 導入の促進に要する事柄
⑥ USALI，およびホテル産業に関し，学界に期待すること













 日本人 GM が海外で活躍する事例が稀少なのは，この点が理由である（USALI  











































「労使関係 (labor – management relations) 面における終身雇用制 (life time 
employment system)，年功制（年功序列型賃金），年功制的昇進制度 (promotion – by – age 
industry)，企業内福利厚生施設 (welfare facilities within industry)，企業内組合 (labor 










統一された会計基準である USALI の存在とその導入は，欠かせないものではないかと  
考える次第である。 (15)










経営を取り巻くビジネス環境全般（欧陽他, 1995 など）といった問題である。 これ
らの点についても，さらなる調査研究を要すると考える。 本稿では，人材流動性の  
観点を中心に論じてきたが，他の観点による研究も当然のことながら必要である。
一例として，日本と，USALI が作成・改訂されている米国では，人事施策など経営  
環境が大きく異なる。 このことが，日本の USALI 導入に及ぼす影響や障壁になって















拡大にいたるプロセスを，「戦略マップ」（Kaplan and Norton, 2004），および「サービス・














                                                  




いえるだろう。 第 2 章に示したとおり，日本のホテル産業での客室部門の売上は，    
ホテル全体のうち約 32%，料飲部門と宴会部門が 45%，その他部門が 23%であり（2008
年度のデータ），売上構成比のみに着目するならば，料飲部門と宴会部門のほうが大きいの
は事実である。 しかし，客室あってのホテルであることには疑問の余地のないところで
ある。 また，客室（宿泊）部門の増収は，それ以外の部門にも影響が大きい（堀口, 2009, 
p.10）。 つまり，宿泊客によるレストランの利用など，他部門での収益が付随するから  
である。








「バランスト・スコアカード」は，Kaplan and Norton (1992) により紹介された。
Kaplan and Norton (1992) では業績測定システムとして位置づけられているが，後に
Kaplan and Norton (1993) ではマネジメント・システムとして紹介されている（大島, 
2003, p.65）。 「財務の視点 (financial perspective)」，「顧客の視点 (customer 
perspective)」，「社内ビジネスの視点 (internal business perspective)」あるいは「社内  
ビジネス・プロセスの視点 (internal business process perspective)」，そして「イノベー
ションと学習の視点 (innovation and learning perspective)」あるいは「学習と成長の  




さらに「戦略マップ」については，Kaplan and Norton (2000) により，「戦略とプロセ





結びつけられている」図として紹介された（Kaplan and Norton, 2000, 邦訳 p.32）。
この「戦略マップ」の実例として鈴木（2011, pp.209~215）は，統計的手法による分析
の結果として描いた「都市近郊型リゾートホテルの収益性向上プログラム」におけるバラ


















































おり，図表 5-1 から，同ホテルがレベニュー・マネジメントの観点を戦略に置いている  
ことが想定できる。
(2) サービス・プロフィット・チェーン
Heskett et al. （1994, 邦訳 p.5）によれば「サービス・プロフィット・チェーン」とは，
「収益性，顧客のロイヤリティ，社員の満足，従業員のロイヤリティ，そして生産性の   
それぞれを関係づけるものである」（図表 5-2）。
図表 5-2： サービス・プロフィット・チェーンの流れ
































































レベニュー・マネジメントとは第 2 章でも述べたとおり，「収益 (revenue or yield) を
最大化するために，適正な価格で，適正な収容量タイプを，顧客に割り当てるプロセスで」
（Kimes, 2009, p.15）あり，「キャパシティ制約型のサービス産業において広く普及して
いる手法である」（青木, 2006, p.148）。 また，レベニュー・マネジメントにおいては，





























                                                  




この点，すなわち右辺を 2 つの要素に分解できるという点において，RevPAR の公式  
との類似点ということができる。 しかし，相違点として，《式 2》の客室稼働率と《式 4》





ことがより妥当といえる値だろう。 さらに，《式 2》の ADR と《式 4》の売上高利益率に
ついても，《式 2》は「客室総売上高÷稼働客室数」という金銭的数値と物量的数値の除算
であり「金額」表示する値であるのに対し，《式 4》は「利益÷売上高」という金銭的数値
の除算であり「百分率 (%)」で表示する値であるという点は相違している。 ただし，   
《式 2》の ADR と《式 4》の売上高利益率については，双方とも金銭的数値を要素に含ん
でいるという共通点がある。
そこで本稿では，いったん「客室稼働率」を「顧客の視点」に配置し，これを「顧客の
視点」における KPI とする。 なおこれは，「客室稼働率」は「“顧客”によるホテル（の
客室）の利用数（利用回数）の増加により増加する値」と換言できるからでもある。なお，




う。 そこで本稿では，まずはホテル産業における収益拡大プロセスの共通枠組みを，  












                                                  
(3) 平均客室単価 (ADR) と客室稼働率がホテル産業において重視されていることは周知
の事実である。 またそれは，国の内外を問わない。 一例として筆者による中国・   
上海でのインタビューにおいて，新錦江大酒店 (Jin Jiang Tower Hotel) 総支配人の
陸栄華氏（2009 年 10 月 29 日実施），および，明城大酒店 (Supreme Tower Hotel)   







前述の図表 5-3 をもとに，筆者はホテル産業有識者（実務経験者・研究者など）への   
インタビュー（非構造化インタビュー）を行った（図表 5-4）。 インタビューの目的は，
定性的手法ではあるがこの図（図表 5-3）の検証と，有効性やフィージビリティの確認で
                                                  






























1 2011 年 8 月 13 日
9:30~11:15 （105 分）
某レストラン
根木 良友 氏 玉川大学 准教授
シェラトン・マウイ マネージャー
富士屋ホテル
2 2011 年 8 月 23 日
14:00~15:30 （90 分）
日本ホテル教育センター
村瀬 孝 氏 日本ホテル教育センター
キャピトル東急ホテル
3 2011 年 8 月 30 日
16:00~17:00 （60 分）
ロイヤルパークホテル




4 2011 年 9 月 2 日
19:00~20:00 （60 分）
ザ・リッツ・カールトン大阪
新 雅登 氏 ザ・リッツ・カールトン大阪
ゲストリレーションズ宿泊部門
スーパーバイザー























Mr. Mani Moinzadeh Royal Orchid Guam Hotel
General Manager
Pacific Island Club Guam
Marketing Director















9 2012 年 2 月 6 日
8:45~9:30 （45 分）
Antonio B. Won Pat 
Guam International 
Airport
Mr. Norman Aguilar Department Chair of
Tourism and Hospitality,
Guam Community College
10 2012 年 2 月 17 日
10:00~13:00 （180 分）
東京國際飯店（台北）




11 2012 年 4 月 7 日
13:30~14:30 （60 分）
産業能率大学






















































































































































































「真実の瞬間」(the moment of truth)（Carlzon, 1985）において適切な顧客サービスを  
提供できるだろう。 そして，権限を委譲されている従業員としては，自らの裁量で顧客  
へのサービスを提供できることにより，満足度合いを高めることになるといえる。
c. 従業員満足 ⇒ 従業員の定着（従業員ロイヤリティ）
あるインタビュイー（徳永氏）は，ホテルにおける従業員の定着がいかに大切であるか






























しかし，同量の Input から生み出される Output が多くなれば，生産性が向上すること
は当然である。 そこで問題となるのは，何を Output とみなすかという点であろう。   
もちろんビジネスである以上，第一義的には利益（や収益）を挙げるべきなのは当然で  
ある。 しかし，「内部プロセスの視点」の枠に限定するならば，利益（や収益）ではなく，













b. 従業員の定着（従業員ロイヤリティ） ⇒ 提供するサービスの高品質化




























ニーズを徹底的に知ろうと務めていた。 この点について同ホテルの方に話を  
伺ったところ，「すべてのお客様に対して“パーフェクト”を提供するため」，  










だろう。 一例として第 3 章に述べた MICE についていえば，ある企業の MICE（特に
incentive）担当者が述べた「ありきたりのサービス」ではなく，工夫をこらした，しかし
コストが増加するわけではないサービスの提供は，顧客ニーズに基づくものであると  







ついては，第 3 章のとおりである。 すなわち，MICE サービス・プロバイダーとしての
ホテルにおいて MICE を開催するためには，多部門の間におけるコラボレーションが不可
欠である。 そこで，とくに原価企画やエンパワーメントとアカウンタビリティといった点
に基づく「コラボレーション型パターン」による MICE ビジネスへの着眼は，顧客への  













c. 提供するサービスの高品質化 ⇒ 地域への貢献





























成立しない。 その根底にはホスピタリティ，すなわち顧客が望み，顧客が喜び，顧客が  
満足するサービスを提供するとの姿勢が必要といえよう。
「顧客満足」について Kotler et al. （2003, 邦訳 p.11）は，「製品の購買者が実際に   
知覚する価値と，期待した価値との差」と定義しており，「製品の価値が期待を下回れば，
購買者は不満を覚える。 価値と期待が一致すれば，購買者は満足する。 価値が期待を  
上回れば，購買者は喜ぶ」とし，さらに「提供できる価値だけを顧客に約束し，約束した
以上の価値を提供することで顧客を喜ばせるのが，賢い企業のやり方である」としている。
また，Looy et al. （2003, 邦訳 p. 83）は「顧客満足」を，「企業，製品，もしくはサー
ビスに対する顧客の期待と，それらの達成度に対する顧客の近くの差によって生じる感情」
と定義し，「知覚した達成度が期待に合致する。 もしくは期待を上回るものであれば顧客






また，第 3 章にも述べた MICE は，近年注目されニーズが高まっている分野であり，  
これはホテルにとって新商品・新サービスということができる。 顧客ニーズとしては，  








このように捉えることで，「提供するサービスの高品質化 ⇒ 顧客満足」のアローが  
描かれることとなる。














出典：Heskett et al.（1997, 邦訳 p.112）




ホテルにとっての資産ともいえる貴重な顧客である。 であれば，図表 5-6 において「伝道
者」に近い位置にいる顧客をいかに「伝道者」に変えるかという点について，重視する   
必要があるのは当然といえよう。 その一方で，「テロリスト」に属する顧客は，「不満な  
だけでなく，それを他人に言い触らす」，「それも多数の他人に言い触らす」（Heskett et al., 
1997, 邦訳 p.112）と，その危険性を述べて，「テロリスト」を「黙らせることには，大き





















and Keller, 2006, 邦訳 p.340）。 また，その役割について Kotler and Keller（2006, 邦訳
pp.340~341）は，「消費者の生活が複雑化して忙しくなり，時間に追われるようになるに
つれ，意思決定を簡単にし，リスクを軽減するブランドの能力は貴重なものとなる」とし








で，顧客（当項についていえば潜在的顧客）の選択に影響を及ぼし，自ホテルの利用に   
つながる，という関係が存在するといえよう。
d. 顧客の定着・顧客ロイヤリティ ⇒ 客室稼働率(Occ.) up，平均客室単価(ADR) up
ロイヤリティの高い顧客は，Looy et al. （2003, 邦訳 p. 83）が指摘するとおり反復  
購買や購買頻度がその特徴であることから，再びそのホテルを利用し，その結果として  







                                                  
(7) “A name, term, design, symbol, or any other feature that identifies one seller's 









e. 新顧客の獲得 ⇒ 客室稼働率(Occ.) up































a. RevPAR up ⇒ 客室売上高 up
RevPAR の上昇が客室売上高の上昇をもたらすことは，当然といえる。
客室売上高とは「一般に客室や特別室を賃貸することから生じる」収益である（The 
Hotel Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 p.46）。
第 2 章にも示したとおり，日本のホテル産業では「これまでどちらかと言えば，ADR











ある。 さらには，第 2 章で述べたとおり，RevPAR と客室売上の間には有意な相関関係
                                                  
(8) 客室稼働率 (occ.) および平均客室単価 (ADR) と RevPAR との間の関係性について
は，「戦略マップ」において図示される因果関係とは異なり，論理的関係，つまり，   
客室稼働率か平均客室単価が上昇すれば，“必ず”RevPAR が上昇するという関係に
ある。 これは，客室稼働率 (Occ.) と平均客室単価 (ADR) は RevPAR の構成要素で
あり，RevPAR からみて客室稼働率 (Occ.) の増加と平均客室単価 (ADR) の増加は，
RevPAR を高めるための事前尺度とはいえないからである。 よって本稿では，客室




があることからも，RevPAR の up が客室売上高 up に影響を及ぼすことを理解できる。
b. 客室売上高 up ⇒ GOP up
GOP（Gross Operational Profit; 営業総利益）は，部門利益（売上から部門費用を減算）
から配賦不能営業費用（一般管理，販売・マーケティング，施設運営・維持，水道光熱費）
を減算した利益であり，ホテル産業に特有ともいえる利益概念である（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 pp.39~41）。
GOP の構成要素は当然のことながら売上と費用である。 よって，本稿が対象とする  
客室部門における売上高（客室売上高）の増加は，GOP の増加に貢献することになる   
だろう。 無論これには，客室部門における費用が売上高の増加分を超えないという前提が
必要である。 しかし，客室売上の増加に伴う費用の増分の大半が変動費であることから，
客室部門においては売上の増加が GOP の増加をもたらすと考えられる（The Hotel 
Association of New York City, Inc., 2006, 邦訳 pp.44~45）。
c. GOP up ⇒ 利益剰余金
GOP の増加は，利益（の一部分）の蓄積である利益剰余金の増加に関係する(9)。 利益
剰余金の元となる当期純利益と GOP は意を異にする利益であるが，GOP の増加は当期
純利益の増加をもたらすことは疑いがない(10)。
そこで，ホテル経営において GOP が重視されている現状を鑑みるときに，「ホスピタリ
ティ－レベニュー・サイクル」において GOP から利益剰余金へのアローをマッピング  
することが，有用性を高めるものとなると考える。 なおこの点については，インタビュ  
イー（Mr. Aguilar）より「GOP が（起点として利益剰余金へのアローが）マッピング   
されていることで，ホテル産業特有のものとして理解しやすくなる」とのコメントを受け
ている。 (11)
                                                  
(9) 利益剰余金は創業以来の純利益の累積であり，そこから配当が控除された額といえる。
(10) GOP の減少が当期純利益の減少をもたらすことも，同様といえる。
(11) なお，これまで論じてきた客室稼働率や ADR，RevPAR，客室売上高，GOP といっ
た指標値は，“Uniform System of Accounts for the Lodging Industry” (The Hotel 




















なお，修繕のための資金としては修繕引当金による保有が一般的である。 しかし，  
現時点で公表されている IFRS において修繕目的の資金を引き当てることができなくなる























テーションという単語そのものが持つ意味である「評判」，そして櫻井（2005, p.31）が  
言及した永田（1998）および酒井（1998）による見解である「風評・風説」「情報流布」
といった意味も包含するものとする。
a. レピュテーション ⇒ 従業員満足
レピュテーションが従業員満足に影響を及ぼすとは，インタビュイーの指摘する点で





b. 地域への貢献 ⇒ レピュテーション
ホテルによる地域への貢献は，地域社会にそのホテルに関するプラスのレピュテーショ
ンをもたらすことになるであろう。 ただ，この点で，前述のような地域の人々を招いた  
イベントにおける接客態度やサービスといった点が，レピュテーションの正負を決める
ものとなりえることは，認識を要する点といえよう。
c. 顧客の定着・顧客ロイヤリティ ⇒ レピュテーション
高いロイヤリティをもつに至った顧客は，当然のことながら高い評価を下したといえる
                                                  



















e. 利益剰余金 ⇒ レピュテーション
前述のとおり利益剰余金は企業の安全性と財務健全性を意味するのであるから，利益
剰余金の増加は，とくに株主の視点におけるコーポレート・レピュテーションを高める  




になる。 端的にいえば，資金調達を要する局面において，資金を集めやすくなるという  
意味である。 (13)
ただ，この点で，第 1 章に述べたとおり，利益剰余金とともに国際財務報告基準 (IFRS)
により新たに加えられる利益概念である包括利益を勘案することは，株主視点のレピュテ











では，それらが有効に，経済発展のために活用される手段は何であろうか。 筆者はこの  
問いへの回答として，輸出製品としてのインバウンド観光，すなわち訪日外国人旅客の  
増加を挙げる。




































第 1 章では，会計の視点での経営戦略としての「会計戦略論」を今日的なトピックで  
ある国際財務報告基準 (IFRS) に整合させた。 今後日本における会計制度として IFRS
が導入されたときには，会計戦略論の KPI として活用することが可能になるだろう。
第 2 章では，ホテル産業における業績指標値（客室売上，客室単価，客室稼働率など）
の統計的分析より，RevPAR を KPI として用いることの有用性と，日本のホテル産業の
特徴ともいえる料飲部門と宴会部門の総売上に占める割合の多さに関連し，この点の強化
が求められるという点を明らかにした。










ー・サイクル」を構築した。 バランスト・スコアカードや戦略マップの目的の 1 つは，
経営戦略のカスケードといわれている。 そこで，このうち戦略マップを参考にしつつ，  
ホテル産業におけるホスピタリティの涵養が収益をもたらすプロセスを明らかにした。
しかし，バランスト・スコアカードや戦略マップでは，最終目標として企業価値の向上











に描いた。 「ホスピタリティ－レベニュー・サイクル」は，企業外部のステークホルダー   
だけでなく企業内部のステークホルダー，すなわち従業員をも満足させうる好循環となる。
筆者は実務家としての経験から，企業のステークホルダーのうち，とくに重視すべきと
考える 2 者は，従業員と株主であると考える。 その他のステークホルダーを軽視しても
よいというわけでは決してないが，この 2 者は企業の存在そのものを意味することから，





















本稿において着目した各論，すなわち，IFRS に対応した業績指標値，レベニュー・   







かを俯瞰的に把握し，その“しくみ”を経営に役立てることは有益であろう。 そして，   
利益剰余金に着目した「会計戦略論」の視点を重要な位置に置いたこの「ホスピタリティ
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